意見書案第５号

障害者自立支援法案に関する意見書
　標記の意見書を別紙のとおり、逗子市議会会議規則第１４条の規定により提出いたします。

　平成１７年６月１３日

　逗子市議会議長　眞　下　政　次　殿

逗子市議会議員　松　本　治　子　㊞

同　　　　草　柳　　　博　㊞

同　　　　原　口　洋　子　㊞

同　　　　平　井　竜　一　㊞

同　　　　毛　呂　武　史　㊞

同　　　　眞　下　政　次　㊞

同　　　　岩　室　年　治　㊞

（別紙）

障害者自立支援法案に関する意見書

障害者自立支援法案では、身体障害・知的障害・精神障害の３障害に対する福祉サービスの提供を一元化するなど、これまで多くの障害者・家族、関係者が要望してきた制度改革の方向を示している。

しかしその一方で、「応益負担」の導入や施設利用者に対する食費・医療費等の全額自己負担を求めること、また家族にも利用料の負担を求めることなど、負担制度を大きく変更することは、障害者とその家族の生活に多大な影響を与え、障害者の自立への道を大きく阻むことにもなりかねない。

　また、制度全般にかかわる大きな見直しであるが、制度の移行期間も１年ないことなど、地方自治体においても深刻な混乱となることが懸念される。

　よって、次の事項について、早急に再検討することを強く要望する。

１．障害者の福祉・医療サービスの利用に対する「応益負担」制度の導入は中止すること。

２．施設利用者に対する食費・医療費・光熱水費・個室利用料の全額自己負担は中止すること。

３．親・家族の費用負担制度は完全に撤廃すること。

４．障害者の福祉・医療サービスを推進するにあたって、地方自治体への十分な情報提供と財政支援を行うこと。
以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
　平成１７年６月１３日

逗　子　市　議　会






